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1　はじめに――本研究ノートのねらい
　このノートのねらいは、国際比較（とくに日英
比較）の視点を意識しながら、技能形成のプロセ
ス及びその場 1）としての内部労働市場（Internal 
Labor Market、以下 ILM）と職業別労働市場
（Occupational Labor Market、以下 OLM）に
関するこれまでの研究をレビューし、イギリスに
おける ILM と OLM の現状と課題を明らかにす
ることである。
　このテーマに関わる日本人による主な先行研
究としては、稲上毅（1997）、日本労働研究機構
（2003）、労働政策研究・研修機構（2009）、上田
眞士（2007）、職業能力開発大学校（2011）な
どがあるが、いずれももっぱら OLM の基盤と
してのイギリスの職業教育訓練制度（Vocational 
Education and Training、以下 VET）の形成と
しくみに関するものである。また ILM に関して
は、JIL（1998）や小池（2002）などによる大企
業ホワイトカラーのキャリア、技能形成のしくみ
を事例研究にて解明したものがあるが、OLM に
関する考察はない。
　本ノートの問題意識は、ILM と OLM の 2つの
概念を用いながら、国際比較からするイギリスの
労働市場の特徴を「市場主導の弱い ILM と弱い
OLM」としてとらえる Rubery and Grimshaw
（2003）の枠組みに依拠して、最近の ILM と
OLM の動向を考察し、あわせて日本の職業教育
訓練や内部労働市場が直面している課題への含意
を探ろうとする点にある。
　学校教育から労働市場への接続問題や内部労働
市場の縮小に伴う非正規雇用の増加問題を抱えて
いる点では日本もイギリスも同様であるが、その
政策的方向の発想におそらく差異がある。OLM
の基盤としてのアプレンティスシップ（日本語で
いうと「徒弟訓練制度」となるが、これに相当す
る制度が日本にないのでなかなかイメージしづら
いが）を整備し活性化することで縮小する ILM
の弱点を補完しようという政策的意図がイギリス
にはある。日本にもそうした発想がないわけでは
ないが、イギリスに比べると弱いように思われ
るからである。そこで改めてイギリスにおける
OLM と ILM とはどのような状況にあり、どの
ような課題を抱えているのか、また日本との類似
性と差異は何か、の検討が求められる。
　こうした問題意識に導かれながら、以下、2では、
労働市場の 2つの類型としての OLM と ILM の
概念を研究レビューを通じて整理し、その上で本
ノートのフレームワークを示す。3では、OLM
の動向をアプレンティスシップに焦点を合わせな
がら、また 4では、ILM の動向について、日英
比較を意識しつつ主要な研究をサーベイする。そ
して 5では、結論と含意を探る。
〈研究ノート〉
法政大学キャリアデザイン学部教授　佐藤　厚
イギリスにおける職業別労働市場と
内部労働市場の動向
――研究レビューを中心に――
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2　	労働市場の 2つの類型とフレーム
ワーク――ILM と OLM
　2では、OLM と ILM という 2つの労働市場
概念について国際比較を試みた先行研究のサー
ベイし、――Rubery and Grimshaw（2003），
Eyraud, Marsden, and Silvestre（1990），
Kirpal（2011）――その上で、本ノートのフレー
ムワークを整理する。
2.1	 ILM と OLMの概念――主要な国際比較
研究
2.1.1 国際比較の点でみた労働市場の類型
 ――Rubery and Grimshaw （2003）
　Rubey and Grimshaw（2003）は、ILM と
OLM について表 1のように対比的な整理を試み
ている。
　彼らは、OLM と ILM を訓練システム、技能
形成、従業員地位の位置、従業員の移動という 4
つの指標で対比する。2つの市場類型を対比する
に際して、労働者が労働市場で活躍する際に要求
される技能とそれを形成するシステムを重視して
いることがわかる。
　まず日本になじみの深い ILM からみよう。
ILM では、使用者が主導する仕事を通じての訓
練（on the-job training、OJT）によって技能が
形成されるが、それは個別企業が要求する技能
ニーズに狭く限定されており、資格の承認を伴う
ものではない。そのため従業員の位置も特定企業
内部の地位となり、移動も企業内の仕事階段（つ
まり昇進と異動）に制限されている。
　これに対して OLM は、社会的パートナー（社
会的パートナーシップとは欧州では重要な概念で
政府、使用者、労働組合の三主体の協調的関係を
指すことが多い）によって規制された一般的な職
業教育及び実践的訓練を受けて技能が形成され、
（特定組織特有ではない）広い（社会的な）職業
基準に応じた資格が与えられる。そのため従業員
の地位も、承認された職業資格の所有によって与
えられ、結果として資格を保有する従業員が企業
を超えて移動することが容易となる（もし資格を
保有していないと労働市場への参入は困難とな
る）。
　こうした類型に先進国の労働市場を対応付け
ると、イギリスは市場主導の弱い ILM、弱い
OLM、日本は会社を基盤に合意された ILM とな
る。ちなみにドイツは国民経済規模での合意され
た OLM、アメリカは市場主導の弱い ILM とな
る（佐藤2016､pp.54-62もあわせて参照されたい）。
　ここでイギリスの労働市場の特徴とされた「弱
い ILM、弱い OLM」は次のような経験的レファ
レンスを念頭においたものである。イギリスはも
ともとアプレンティスシップの伝統があり、技能
工などをこの訓練制度で育成してきたという意
味では OLM 的性格を持つ。アプレンティスシッ
プについてはのちに詳述するが、「使用者と徒弟
（ほとんどは若者）との互酬的権利義務関係に基
づく雇用及び OJT のセット」2）を意味する。端
的にいえば義務教育を終えた若者（16～ 25才が
多い）が、ある使用者の下で、ある職種（典型的
には製造業熟練工）について、一定期間（3～ 4
年が多い）が明けるまで、相対的に安い訓練期間
賃金で働きながら、必要な包括的な技能と知識を
習得していくしくみを指す。終了後は資格試験に
パスすれば資格が認定される（イギリスの国家職
業資格（NVQ）レベル 2か 3が期待されている）。
しかし 1970年代から 80年代にかけてこの制度は
様々な環境変化の下で衰退し、アプレンティスの
表 1　ILM と OLM の対比
要素 OLM ILM
訓練体系
一般的職業教育と実践
訓練
使用者主導のOJT
スキル開発
広い職業基準に合致し
た資格
個別企業でのニー
ズの限界；狭く資
格化されていない
従業員が地位
を持つ場
承認された職業資格の
取得
会社の地位
従業員の移動
資格保有者は会社間を
移動、未資格者は労働
市場への参入困難
会社内での仕事階
段に制約されてい
る
注：Rubery and Grimshaw（2003, p.110）から引用
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数も減少してきたことが「弱い OLM」の背景に
ある。また「弱い ILM」とされるのは、イギリ
スの伝統的大企業の多くは、若い労働者を採用し、
企業内キャリアの中で技能を形成してきた。だが
1990年代の後半からのリストラクチャリングや
ダウンサイジングの圧力により組織がフラット化
し、管理職層のキャリアが上に伸びなくなってき
たことがその背景にある。
　一方、日本は「企業ベースで合意された ILM」
の国とされる。そこでは日本の特徴はもっぱら
ILM であり、OLM の性格は有していない（か極
めて弱い）とされている。
2.1.2 労働市場の英仏比較――Eyraud, Marsden, 
and Silvestre（1990）
　つぎにイギリスとフランスの労働市場を比較し
た Eyraud, Marsden, and Silvestre（1990）を
紹介する。
（1）ILMとOLMの特徴
　彼らは、イギリスとフランスの比較研究を試み
るに際して、二つの労働市場の特徴を表 2のよう
に整理した。そこでは①訓練のしかた、② OJT
表 2　OLM と ILM の特徴
機能 OLM ILM
訓練 アプレンティスシップ 組織内で獲得され
た経験
OJTの性質 標準化された職業規範 標準化されず、企
業特殊的
スキルの移転
可能性
職業ワイド 企業ワイド
勤続年数
一度訓練が修了すると
スキル形成や賃金に影
響しない
スキル形成や賃金
に強い影響を持つ
転職の際のス
キルレベル
スキルレベルを維持 降格する
職務統制 職業の防護に基づく
企業内の全従業員
に適用可能なルー
ル体系に基づく
労働組織 職業に基づく
企業か産業に基づ
く
柔軟性交渉の
焦点
職務範囲のルール
全労働力に適用可
能な一般的ルール
注： Eyraud, Marsden, and Silvestre（1990, p.504）
から引用
の性質、③スキルの透明性、④勤続年数、⑤転職
に際してのスキルレベル、⑥職務統制、⑦労働組
織、⑧柔軟性交渉の焦点、という 8つの指標を用
いている。
　OLM では、訓練はアプレンティスシップに
よって行われるが、ILM では入社後の企業内で
獲得された経験によってなされる。OLM での
OJT は職業ごとに標準化された規範に従うが、
ILM での OJT は企業特殊的であり、標準化され
ていない。OLM では職業レベルでスキルは移転
可能であるが、ILM でのスキル移転は企業内に
限定される。OLM ではいったん訓練が終了する
と（つまり一人前になると）、スキル形成や賃金
決定に際して勤続年数の役割は重要視されない
が、ILM では勤続年数がスキル形成や賃金決定
に強い影響を及ぼす。OLM では転職してもスキ
ルは維持されるが、ILM では低下する。OLM の
職務統制は職業を守ることに基礎を置くが、ILM
ではその会社の従業員全員に適用されるルールの
体系に基礎を置く。OLM での作業組織は職業に
基礎を置くが、ILM では会社や作業に基礎を置
く。OLM での労使間の柔軟性交渉の焦点は職務
デマケーションであるが、ILM では全労働力に
適用される一般的ルールに焦点が合わされる。上
記 8つの指標に即していうと、OLM と ILM は
このように特徴付けられる。
（2）経験的レファレンス
　こうした指標に基づき、主に製造業の熟練職種
を対象に、英仏比較を試みた結果、イギリスは
OLM 的であり、フランスは ILM 的であるとさ
れた。以下では①～②の指標につきその経験的レ
ファレンスを挙げてみる。
①職業訓練システムについて
「OLM と ILM の根本的違いは、スキル形成のし
くみにある。OLM は、アプレンティスシップの
ように、人の職業人生の初期段階に訓練が集中し
ているが、ILM はより継続的な OJT によってな
される。イギリスのアプレンティスシップシステ
ムは、労働者にスキルを提供してきた。というの
もそれは特定の職業の規範に従って標準化されて
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おり、フランスのシステムの持つ限界を超えたも
のである。それはイギリスの企業間でのスキルの
透明性を説明するものだ」（p.504）。
②イギリスとフランスの転職について
「フランスでは、ペイと勤続年数との間には、強
い関係があるが、イギリスではその関係は弱い」。
また勤続年数と労働移動についてみると、「OLM
が普及している国（＝イギリス）のほうが、ILM
が支配的な国（＝フランス）よりも、熟練工間で
の移動率は高い。イギリスの熟練工で今の使用者
の下に 5年以上いる割合は 59％だが、フランス
ではその割合は 78％である」（p.507）。また「キャ
リアアップするかキャリアダウンするかについ
て、ILM と OLM を識別するもう一つの方法は、
転職してキャリアをアップさせる可能性が高いか
ダウンさせる可能性が高いかであるが、ILM 的
環境では、内部昇進が主でスキルが企業特殊的な
ので、転職はキャリアダウンにつながりやすい。
実際に内部昇進の割合はイギリスよりもフランス
のほうが高い」（p.507）。
2.1.3 IT 産業と看護師の英独比較――Kirpal
（2011）
　IT 産業と看護師の英独比較を試みたのが、
Kirpal（2011）である。Kirpal は、ドイツで 33
人の看護師と 26人の IT セクター技術者に、ま
たイギリスで30人の看護師と23人のITセクター
技術者に、それぞれ半構造的インタビューを実施
した。その結果、イギリスの看護師と IT 技術者
は ILM 的であり、ドイツのそれは OLM 的であ
るとの結論を導いている。イギリスでも看護師は
資格職（その意味で OLM 的とみなせる）だが、
ドイツと比べると職業領域内及び間での移動が容
易であるとされる。表 3は、主な経験的レファレ
ンスである。ここでは、学校での教育訓練と労働
市場との関連や構造化の程度（つまり学校での学
習内容と職業との関連性）が重視されており、イ
ギリスの看護師と IT 技術者はその関係が緩く、
構造化されていないので ILM 的とされ、ドイツ
のそれはその関係が強く構造化されているので
OLM 的とされる。
　ちなみに、この文脈に日本を置いてみると、日
本はドイツよりもイギリスに近いであろう。
2.2	 本ノートでの OLM と ILM のフレーム
ワークと分析的要素
　2.1では ILM と OLM 二つの概念に関する先行
研究をレビューしてみた。この二つの概念はイギ
リスの労働市場の特徴を分析する際に有効である
と考えられる。Rubery らによると、イギリスの
労働市場は、「弱い OLM、弱い ILM」として特
徴付けられる。しかし二つの概念に括られる分析
的要素、経験的エビデンスは最近の展開も含めて
十分に明らかではない。そこで本研究では日英比
較という本研究の目的も考慮しつつ、表 4のよう
なフレームワークと分析的要素を考えてみた。表
中にあるフレームワークの OLM と ILM の分析
的要素は上述の先行研究を参考にした。また表中
にある労働市場とキャリアについては、もともと
市場指向と組織指向の特徴をしめす分析要素であ
り、ここでいう OLM と ILM に完全に対応する
表 3　イギリスとドイツの労働市場のタイプ
国別職種
(労働市場タイプ)
経験的レファレンス
イギリスの看護師と
IT技術者（ILM的）
・労働市場が職業や専門領域に沿っ
て 十 分 に 構 造 化 さ れ て い ない
(p.207)。
・教育と訓練システムと就職機会と
の間の結合（カップリング）は緩
く、仕事を見つける可能性は教育達
成に応じた階層性を帯びていない
(p.26)。
・キャリア形成面の得失として、学
校教育と就職との整合性が弱い反
面、就職後の転職は職種を超えてゆ
きやすい。
ドイツの看護師とIT
技術者（OLM的）
・「ベルーフ(職業)」の概念がドイ
ツの職業教育訓練の主要な組織原理
として存続している。
・教育訓練システムと仕事を見つけ
る機会との間の標準化及び階層化の
程度が高い。
・キャリア形成面の得失として、教
育訓練の延長上に就職がある反面、
就職後に異なった職種に転職するこ
とは難しい。
I
I
資料出所： Kirpal（2011, pp.25-26, pp.207-208）をも
とに筆者作成。
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ものとはいえないが、組織指向は ILM とほぼ合
致する概念であり、また市場指向のある部分は
OLM と重なる部分があると考えた。それはまた
＜日本＝組織指向＝強い ILM ＞対＜ UK ＝市場
指向＝弱い ILM ＋弱い OLM ＞という対比的考
察をする際にも利用可能である。
　さらに、ILM と OLM は完全に対立する概念
ではなく、部分的に重複するものと考えられる。
ドイツは典型的な OLM の国とされるが、長期勤
続者がイギリスよりも多いという点では ILM 的
性格を有している。また日本の OLM 職種にも
長期勤続者が存在している。表 4の最下段にあ
る OLM の矢印が ILM まで伸び、ILM の矢印が
OLM まで伸びていることはそれを示している。
　ここで注意すべきなのは、ILM と OLM を国
際比較する際に、比較する国によって性格付けが
異なるという点である。Eyraud, Marsden, and 
Silvestre（1990）の研究では、アプレンティス
の典型職種である製造業スキルドワーカーを取り
上げて、英仏比較を試みたところ、UK は OLM
と性格付けされた。一方、Kirpal（2011）では、
看護師と IT 技術者という伝統的アプレンティス
シップの普及してない職種を取り上げて、英独比
較を試みたところ、UK は ILM 的と性格付けら
れた。
　ここから、OLM と ILM がどのようになって
ゆくのかを分析する際の注意点が浮び上がってく
る。
　第 1に、OLM の分析対象を明確にすることで
ある。本研究では、スキル形成の基盤でありその
意味で OLM のファンダメンタルともいえるアプ
レンティスシップがこれまでどのような傾向をた
どってきたのかを考察する。もし衰退してきたと
すればその要因は何かを考察する。それはまた日
本にとっての含意として OLM が維持される条件
の考察に示唆をもとう。
　第 2に、また ILM については、対象にする会
社の規模、業種、主たる職種を明確にすること
である。考察する業種や職種によって、OLM と
ILM の程度が異なる可能性があることがすでに
先行研究から明らかとなっている。そこで以下で
は、ILM の特徴の一つである長期勤続層に着目
表 4　本ノートにおける OLM と ILM のフレームワークと分析的要素
OLM ILM
訓練システム（Grimshaw etal.） ・社会的パートナーシップに規制された職業教育と実
践的訓練
・使用者主導のOJT訓練
スキル開発（Grimshaw etal.） ・広い職業基準に合致した資格 ・個別企業のニーズに限定、資格化されていない
訓練（Eyraud etal.） ・アプレンティスシップ ・インハウスで獲得された経験
OJTの性質（Eyraud etal .） ・標準化された職業規範 ・標準化されていない、企業に特殊的
スキルの移転可能性（Eyraud etal.） ・職業ワイドのスキル移転可能性 ・企業ワイドのスキルの移転可能性
勤続年数（Eyraud etal) ・一度訓練が終了すると、スキル形成や賃金に影響しない ・スキル形成と賃金に強い影響を及ぼす
転職の際のスキルレベル（Eyraud etal .）
・転職しても賃金低下しない
（maintenance of skill level）
・ 転 職 する と 賃金 低下の可 能性 （ occupational
downgrading）
典型的企業、業種、職種 ・製造業熟練職種（skilled worker）など ・確立した大メーカーなど
労働市場（M cGavan,etal .） （市場指向的） （組織指向的）
高い労働移動 低い労働移動（長期雇用の割合と推移）
キャリア（M cGavan,etal .） ・企業間のキャリア形成可能 ・企業内キャリア：採用、異動、昇進の経路
・複数ある採用口（multiple entry points）
・下からの採用口(lower-level entry points)：
新規大卒者の採用慣行
・限定された職務階段 ・フォーマルな職務階段：仕組み
・外部採用 ・内部からの昇進：見通し
 ILM的性格
OLM的性格
 
注： 組織指向は ILM とほぼ合致するので ILM の列に記載した。市場指向は OLM とは異なる概念だが、重なる部分が
あるので OLM の列に記載した。なお太字部分が本論文の主たる考察対象である。
出典：Rubery and Grimshaw（2003）、Eyraud etal.（1990）、McGavan etal.（2007）から引用して筆者作成
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しその割合と推移を検証し、その上で対象企業と
して典型的な ILM と考えられる確立した伝統的
大企業における従業員の人的資源管理（HRM）、
つまり採用、異動、昇進、訓練のしくみを、事
例研究に基づいて明らかにする。HRM のルー
ルとしての ILM の構造及び近年の変化（維持
されているのかそれとも衰退しているのか）と
いう点から分析する。とくに変化については、
Grimshaw and Rubery（2002）も指摘している
ように、伝統的 ILM である大企業のリストラク
チャリング等の動向に注目する。あわせて採用慣
行とルールについては、近年増加している大卒者
（Graduates）に焦点を当てて考察することも有
益であろう。
　第 3に、本研究が日英比較研究であることから、
ILM についての近年の傾向を日英比較すること
で、その共通点と差異についても考察してみたい。
2.3	 OLMと ILMの得失と日本にとっての政
策的含意
2.3.1　OLMと ILMの得失
　これまで OLM と ILM の概念について検討し、
フレームワークを構成してみた。ところで我々に
とって OLM と ILM を研究することの意義は何
か。またそこから期待される含意はいかなるもの
か。OLM と ILM には、上記した特徴があるこ
とがわかった。だが、それぞれには得失もある。
アプレンティスシップに詳しいイギリスの研究者
ゴスペルは、OLM と ILM の得失について次の
ように述べている。
「職業別労働市場のルートは、アプレンティスシッ
プをコアとするものだが、一定の欠点を持ってい
る。とくに、現代の職場では、技術革新が急速で、
技術の陳腐化や既存の職業を超えたチームワーク
が要求される場合が多く、その場合にはアプレン
ティスの技能は狭すぎて適合しないという批判が
なされる。しかしながら、アプレンティスシップ
には、企業ベースの訓練や学校教育に比べて、一
定の職業についての包括的で透明性のある技能を
獲得する機会があり、そのことにより経済社会全
体のスキルの効率的配分や転職に伴うスキルの浪
費を節約することが可能となる。たしかに内部労
働市場には使用者が企業内部に必要なスキル獲得
に積極的に投資し、労働者も獲得のインセンティ
ブを高めるという利点がある。しかし、いまのイ
ギリスのように、内部労働市場が不均衡であり、
その普及度に産業間、企業規模間格差を伴う状況
は、『低熟練の大海に浮かぶ高熟練の島』のよう
なものである。つまりはアプレンティスシップに
は制度設計と運用面で制約もあるが、うまく運営
することで、アカデミックな学校教育にうまく適
応できない若者が多く、また内部労働市場が不均
衡な状況では、将来の中間技能を育成し社会に供
給するための制度として推奨されるべき利点を
持っている」（Gospel 1998, p.453）。
2.3.2　日本にとっての政策的含意
　ゴスペルが指摘するように、ILM が不均衡な
場合には、OLM で補完する必要があるというイ
ギリスの状況は、現代の日本の労働市場と共通点
があるように思われる。
　たしかに 1990年代初頭までは学校から就業へ
の移行は比較的円滑に進んできた。また大企業を
中心に企業内人材育成のしくみも整備され、長期
安定雇用と年功的賃金の下で、労働者は企業内で
昇進を伴うキャリアを形成することができた。
　まさに企業ベースで合意された ILM と特徴付
ける要素を日本の労働市場は持っていた。
　もちろん今でもその要素は完全になくなったわ
けではない。しかしバブル経済崩壊後、とくに
1990年代後半からは状況は変わった。なにより
ILM の及ぶ範囲は狭くなり、内部は成果主義的
性格を強めた。また ILM でカバーされない非正
規雇用が急増した。大学を出ても正社員になれな
い若年フリーターや最近では中高年フリーターも
出てきた。
　そうした中で、政府も、ジョブカード制度や日
本版デュアルシステムなどを導入して、政策的
に対応してきた。一時民主党政権下では、日本
版 NVQ やキャリア段位制度が検討された時期も
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あった。
　しかしその検討はまだ不十分である。
　本研究ノートでイギリスの ILM と OLM の研
究サーベイを行い、そこからなんらかの政策的含
意を導きだそうという意図はここにある。
3　OLMの基盤としての VET
3.1　はじめに
　3では、OLM の基盤としてのアプレンティス
シップ及びその上位概念である VET を対象に、
VET の構成要素とスキームを確認し、VET が
この間いかなる経緯をたどりそれはイギリスの
研究者からどのように評価されてきたのか、ま
た VET が機能するにはいかなる条件が必要か、
について研究者の意見を織り交ぜながら考察す
る。以下では、Rubery and Grimshaw（2003），
Gospel（1998），Rainbird（2010），Bosch and 
Charest（2008; 2010）などを検討する。
3.2　VET の構成要素とスキーム
　イギリスにおける VET の特徴の一つは、それ
は多様な訓練スキームを持ち、また歴史的にも
多様な組織体――たとえば、MSC（Manpower 
Services Commission、1973年設置。政労使代
表を含む 3者構成機関で、全国的な職業訓練政
策の作成と運用に包括的な責任と権限をもつ組
織）、TEC（Training and Enterprise Councils、
1981年設置。訓練・企業協議会。地方の労働市
場のニーズを把握し、訓練の質向上及び企業の発
展のための諸目標・計画を策定）、ITO（Industrial 
Training Organizations、1981年設置。産業訓
練機構。使用者主導機関として発足し、産業に
おける技能ニーズの明確化、NVQ の職能基準の
開発と普及、使用者への情報提供を行う）、LSC
（Learning and Skills Council、2001年設置。教
育技能委員会法に基づき、発足。義務教育修了後
の 16才以降の大学を除く継続教育、職業訓練の
計画と予算の責任を全面的に負う）、UKCES（UK 
Commission for Employment and Skills、2008
年設置。リーチレポートを受けて、発足。2020
年までの雇用とスキル政策の戦略的調整を担う）
などがその代表的なものだが――によって規制さ
れてきた点にある。これらの組織体の目的としく
みの紹介は本稿のねらいとするものではないので
詳述は避ける 3）。
　イギリスの VET に入る前に、教育制度の概要
を見ておく必要があろう。まずイギリスの義務教
育後の進路としては大きく 3つに分けることがで
きる。①一つは、シックスフォーム等へ進んで、
大学を目指すコース。②二つは、継続教育カレッ
ジ等へ進んで職業に関連した知識、技能の習得を
図るコース。さらには高等教育カレッジ等を目指
すコース。③三つ目は、新徒弟訓練制度へ進んで
NVQ 資格を目指すか、就職するコース、である。
　これらの進路を決める際には、一般中等教
育 証 書（General Certiﬁcate of Secondary 
Education; GCSE）（義務教育終了試験。多数の
試験科目（数学、英語、歴史、科学、音楽、芸術、
演劇など）から数科目・5科目以上を選択して受
験する）の成績が大きな意味を持つ 4）（日本労働
研究機構 2003, p.235）。
　一方、VET の構成要素という点でみると
およそ次のように区別できる。まず VET は
（a）IVET（Initial Vocational Education and 
Training、以下 IVET）と（b）CVET （Continuing 
Vocational Education and Training、 以 下
CVET）に区別できる。このうち（a）IVET は、
義務教育修了後の 16～ 24才の若者を対象とし
た教育プログラムで、（1）アプレンティスシッ
プ（Apprenticeship）、アドバンスト・アプレン
ティスシップ（Advanced Apprenticeship）、（2）
NVQ 学習（NVQ learning）、（3）雇用のための
訓練（Entry to Employment）、からなる。ま
た（b）CVET は、義務教育修了後の 16才以上
の若者と成人を対象としたフルタイム及びパート
タイムの様々な学習課程であり、（1）継続教育
カレッジ（Further education collage），（2）E
ラーニング（E-learning），（3）トレイン・ツー・
ゲイン（Train-to Gain），（4）若年失業者向け
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ニューディール（New Deal program for young 
unemployment）からなる（職業能力開発大学校
2011, pp.78-83）。
　ここでの主たる考察対象は IVET でありな
かでもアプレンティスシップである。参考まで
に IVET を構成する学習課程の参加人数として
は、Kirpal（2011, p.33）の次のデータ紹介があ
る。「児童、学校、家庭局の統計 Department for 
children, schools and families（dcsf, 2008）に
よると、1997年～ 2007年までの IVET の参加者
は約 22万人～ 25万人であり、2006-7年のアプレ
ンティスシップ（NVQ2レベル）とアドバンスト
アプレンティスシップの数は約 18万人、雇用の
ための訓練は約 5万人、NVQ 学習はごくわずか
である」。
　しかしアプレンティスシップについての最近の
データによると、「かつては若者が 99.8％を占め
てきたが、今はその割合は 57％に低下し、2009
年～ 2014年にかけて、対象年齢層が著しく拡大
してきた。年齢層別の人数をみても、19才以下
が 10万人強、19～ 24才が 20万人弱、25才以上
が約 20万人、合計約 50万人となっている。また
職種構成も多様化しかつては製造業、建設業が中
心だったが、いまはサービス業関連が多くなって
いる」5）。
3.3　イギリスにおける VET 小史
　1960年代までは、イギリスの産業は OLM ア
プローチであったが、アプレンティスシップ
システムは次第に衰退してきた（Rubery and 
Grimshaw, 2003, 115-117）。1970年代から 80年
代半ばまでにかけて、MSC（Manpower Service 
Commision）が全国的な職業訓練政策の作成と
運用に包括的な責任と権限を持つ政労使三者構
成機関として 1973年に発足したが、その後サッ
チャー政権で、三者構成から経営者主導へとい
う市場指向を強めた。その下、この協働的制度
は改組されて、訓練への主意主義的なアプロー
チをとる使用者主導の TEC（訓練・企業協議会、
Training and Enterprise Councils）に置き換え
られた。イギリス財政システムの短期主義や低ス
キルベースの生産システムなどの問題は据え置き
されたことになる。1983年からは、若年失業対
策の一環として、若年訓練法（Youth Training 
Scheme（YTS））が制定されたが、若年失業対
策という性格が強かったため、伝統的徒弟訓練に
比べて希釈化され、スキルも低レベル、企業特殊
的であり、さらに時に使用者に搾取される傾向が
あるなどの理由から、その評価は芳しいものでは
なかった。実際、YTS はこれまでの「使用者主
導の雇用された徒弟」から「国家主導の政府支出
による訓練生」へとアプレンティスシップの潮目
を変えたとされる（稲上 1997, p.231; Fuller and 
Unwin, 2009, p.413）6）。1986年には、使用者によっ
て各産業に標準的な全国資格としての全国職業資
格（National Vocational Qualiﬁcations（NVQs））
が導入されたが、しかし、その評価は芳しいもの
ではなかった 7）。政府は 1994年には、現代版ア
プレンティスシップ（Modern Apprenticeship、
以下 MA）を導入し、職業訓練の潜在力を引き出
したが、それも質的量的両面で問題を抱えていた
とされた。なによりアプレンティスの数も 1990
年代から減少する傾向にあった。MA はその後
2001年よりアドバンスト・アプレンティスシッ
プ（Advanced Apprenticeship）と改称されたが、
そのアドバンスト・アプレンティスシップも訓練
プログラムの実施状況や資格達成状況をみると、
伝統的なエンジニアリングではまずまずだが、小
売業やサービス職種では、低迷しており問題を抱
えているとされた（Fuller and Unwin, 2003）8）。
また、大手企業でのアプレンティスシップの活
用実態状況を調べた Ryan ら（2007）によると、
中間技能保有者の調達方法として最も多いのは、
昇格訓練（upgrade training）であり、次いでア
プレンティスシップ、そして外部からの直接採用
となっており、エンジニアリング産業ではアプ
レンティスシップが最も多いが、小売業や通信
業では昇格訓練、IT 産業だと採用が、それぞれ
最も多くなっている（Ryan, Gospel and Lewis, 
2007）。
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　MA の今後の展開にアプレンティスシップ再
生の「最後の」期待をかけたゴスペルも、克服す
べきいくつもの課題があることを指摘していた
（Gospel, 1998）。使用者による密漁や低熟練均衡
からの脱却などはその克服すべき課題の例であ
る。
　しかし、2000年までにかけてのこうしたアプ
レンティスシップの悲観論的なストーリーをその
まま将来予測にするのは危険である。もう少し楽
観的なストーリーもありうるのであって、実際ア
プレンティスの人数の推移をたどると、2008年頃
を境に徐々に増加してきた。おそらく 2006年の
リーチレポートの効果もあったのかもしれない。
　リーチレポートとは、財務省および旧教育技
能省の委任を受けた諮問機関（リーチ委員会：
Leitch Review of Skills）が公表した提言書であ
り、イギリスが直面している技能労働者不足、ス
キル水準の低迷といった課題に対して長期的な視
点でのスキル向上の重要性を指摘し、世界水準の
スキルを構築するための基本枠組みを示したもの
である。同レポートで示された職業教育訓練の
改革案は、他の主要先進国に比べて低位にあると
指摘されるイギリスの教育およびスキル水準を
2020年までに世界トップクラスに引上げること
を目標としており、全般的な職業能力を底上げす
るために、より多くの労働者への職業教育訓練機
会の提供を改革案として盛り込んでいる。具体的
には、①すべてのレベルにおける成人スキルの向
上②事業主の発言力の強化③事業主の関与と投資
の拡大（SSCs（Sector Skills Councils：産業別
技能委員会）の改革、権限強化）を行う。④職場
における NVQ3レベル 2以上の取得の推進、な
どを具体的数値目標として掲げた（労働政策研究・
研修機構 2009）。
　さらに最近のアプレンティス政策として見落
とせないのは、2015年、キャメロン保守党政
権が公約として掲げた 2020年までのアプレン
ティスシップ 300万人達成計画であり、同年
夏に発表されたアプレンティスシップ・レヴィ
（apprenticeship levy。徒弟訓練の負担金制度）
であろう。それは「年間 5百万ポンド以上の給与
を支払う使用者は、2017年 4月から PAYE を通
じてアプレンティスシップ・レビィを支払う義務
が生じる」というもので、レビィを支払った使用
者は、新デジタル・アプレンティスシップ・サー
ビスを通じたバウチャーを介して、アプレンティ
スシップへの投資のためのレヴィ・ファンドを使
用することができる 9）。この政策の実効性をいま
即断することはできない。だがそれを占う上で使
用者の意見は重要であり、参考までに使用者の意
識調査をみると 10）、「レヴィ制度が導入されたら
支払うかどうか」については、「支払う」33％、「支
払わない」42％、「わからない」26％となってお
り「支払わない」がやや上回っている。また「レ
ビィの原則に賛成か反対か」についてみると、「賛
成」35％、「反対」27％、「わからない」38％と
なっており、拮抗している。このうち賛成の理由
については「イギリスの若者が利することになる
から」（複数回答で 79％。以下同様）が最も多く、
「新人にとってよい訓練機会となるから」（53％）、
「既存の社員のスキルアッププログラムに投資す
るファンドとして使えるから」（49％）などがこ
れに続く。また反対の場合の理由は、「ビジネス
に必要のない税金だから」（77％）、「システムが
官僚制的だから」（50％）、「多くの使用者はアプ
レンティスシップを通じた新人の訓練を必要とし
ていない」（42％）などとなっている。このよう
に賛成意見もあるが反対意見もあり、それぞれに
はもっともな理由がある。
　また 2016年 8月に発表された「アプレンティ
スシップ、次は？」と題する CIPD の政策レポー
トにはレヴィ導入について学者、労使の意見が掲
載されているが、悲観的意見と楽観的意見に分か
れている 11）。「レヴィが長きにわたる使用者の消
極的スタンスを反転させるほどのものではない。
使用者のニーズに対応したものにできるか、すべ
ては政府のやる気と訓練プロバイダーの質に依存
するだろう」（Fuller and Unwin）、しかし使用
者のニーズはというと、そもそも「OECD2013
年調査では、使用者が労働者に対して義務教育を
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上回るスキルを要求する割合は、22カ国中 21位
であり、国際基準に照らして低い。ゆえに、経済
と労働市場の大部分が低熟練均衡でやっていける
と思えば、政策の意図ははるかに小さな効果しか
得られない」（Keep and Relly）など研究者はど
ちらかというと悲観的意見である。一方、使用者
と労働組合はやや楽観的である。例えば労働組合
関係者は次のように言う。「労働組合は、これま
で賃金等労働条件問題に発言し、スキル問題には
関与しなかったが、今後は職場学習促進を労組が
関与するように変わってきている。よい使用者は、
短期のスキル要求を超えて、長期のニーズを知っ
ている。そして労組などのステークホルダーと協
力して、アプレンティスシップ向上のための価値
を認めるようになるだろう」。また使用者側の意
見は次のようである。「我々が必要とするスキル
が鍵となる。それには使用者と訓練プロバイダー
のコミュニケーションを改善することが大切。レ
ヴィはうまく管理すれば、訓練活動を活発化させ
る効果的方法になりうる」。
　このように、関係者の意見をみても、楽観論と
悲観論が同居しており、レヴィが機能するかどう
かは予断を許さないであろう。
　もう一つ見落とせないのが 2016年 7月に公表
された post-16 skills plan であろう 12）。これは
イギリス政府が 7月、義務教育後の教育訓練に関
する改革方針を公表したものである、従来の職
業教育より質の高い「技術教育」の提供を通じ
て、職業訓練を高等教育への進学と同等の選択肢
として提示することを目指す内容で、より技能需
要や職業にリンクした訓練の実施に向けて、新た
な制度枠組みの導入が提案されている。方針文書
は、高度な技能を有する人材への急迫した需要
の拡大や、生産性向上の必要性などを課題として
掲げ、これに対して従来の職業教育（vocational 
education）は、進学しない若者向けの選択肢と
して提供されてきたために、低レベルの内容に留
まっているとの問題を指摘した。諸外国にならっ
て、高度な技能を目標として設定し、これに到達
するための段階的な訓練を実施すべきであるとし
て、制度改革の必要性を主張している。
　ともあれ、これらの政府の施策が功を奏して、
これまで評判の良くなかったアプレンティスシッ
プの地位向上につながっていくのかどうか、今後
の成り行きを見守るべきであろう。
3.4　イギリスにおける VET の評価
　3.3では、イギリスの VET、とくにアプレンティ
スシップについてみてきた。アプレンティスシッ
プは、使用者が徒弟を雇用しながら、必要な技能
習得に向けて訓練をするしくみである。それがう
まく機能するには、使用者の側での人材育成意識、
徒弟の側の学ぶ意欲と資質、そしてそれを後押し
する政府の支援が必要となる。逆にいうと、これ
らが欠けるとうまく機能しない。この点を念頭に
置いて、以下では、アプレンティスシップについ
ての研究者の評価及びそのネック要因（逆にいう
と機能する条件）について検討してみたい。
3.4.1 評価（1）市場の失敗と制度間のミッシング
リンクによるアプレンティスシップの阻害
（1）主たる発見
　アプレンティスシップが機能しない根っこに
は、「密漁」及び市場の失敗がある。さらに政府
と使用者と労働組合との間の調整がうまく機能せ
ず、また政府が使用者の関与を義務化していない
ことにある（Gospel, 1998）。
（2）分析
　アプレンティスシップがうまくいかない理由
は、ある使用者が若者をせっかく育成してもほか
の使用者に「密漁」（poaching）されてしまうと
いういわゆる市場の失敗にある。市場の失敗の問
題の根は、使用者の側にある。良質な訓練職場を
提供できる使用者が少ないこと、それはハイコス
トとただ乗りという相互に関連した問題を反映し
ているのだ。
　言い換えると、訓練コストの問題は、一般的で
移転可能なスキルへの投資は使用者と訓練生との
間でコストシェアリングを必要とするということ
だ。もしすべての使用者がこのコストを共有した
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ら、だれもただ乗りで不利になることを恐れる使
用者はいなくなるだろう。しかし、イギリスの使
用者間でこのコストとリスクを負担するメカニズ
ムは、不十分である。
　ここで重要なのは、企業間、産業間での調整で
ある。ドイツにはそのしくみがあるが、イギリス
では、訓練に関する使用者間の連携が衰退する傾
向にある。地方の TEC と ITO がこれを救済す
るよう試みているが、まだ不十分である。イギリ
スの文脈では、この調整は政府が行う必要がある。
法的義務を使用者に課して、従業員の代表を、会
社の訓練体制に関与させる権利を与えることが必
要であろう（pp.452-3）。
　使用者から強制的に一定額を徴収しファンドを
つくり、そこからコスト負担を共有できるとよい
というアプレンティスシップ・レヴィの発想はこ
こから出てくるといえよう。
3.4.2 評価（2）パートナーシップの欠如
（1）主たる発見
　Rainbird（2010）も、ゴスペル同様、使用者
のアプレンティスへの関与への強制力のなさが背
景にあることを指摘している。
（2）分析
　イギリスの労働者の低スキル問題は大きな政策
課題だった。労働党政権になり、19才までは全
若者がスキルド教育か高等教育を受けるべきこと
を推奨した。2006年リーチレポートではイギリ
スの現状を「歴史的なスキル不足」（historic skill 
deﬁcit）と総括し、UKCES が 2020年までの雇
用とスキル政策の戦略的調整を行うこととなっ
た。
　政策担当者は、使用者の訓練への関与を促すよ
うに制度設計し、使用者がスキル開発をサポート
することができるような工夫を試みてきた。中等
教育の生徒、アドバンス、一般アプレンティスの
ための就労経験の提供、将来のスキル不足の予測、
成人のリテラシー問題への取り組みなども試みら
れてきた。にもかかわらず、政府支援のアプレン
ティスシップの下での訓練プロビジョンの質は依
然として芳しくない。
　こうした文脈では、若者はますます高等教育を
選択をするようになる。
　また、政府は、ソーシャルパートナーシップに
基づく教育へコミットしているにもかかわらず、
その法的強制力（legal entitlement）は驚くほど
弱いものであり、使用者の特権はいまだ規範とし
て残存している。
　このように Rainbird も、ゴスペル同様、使用
者のアプレンティスへの関与への強制力のなさが
背景にあることと指摘している。
3.4.3 Assessment（3）The weakness of work-
based VET in England
（1）主たる発見
　一方、Brockmann ら（2010）は、イギリスに
おける VET の地位の低さがアカデミック教育と
職業教育の分断の結果であるとする。彼らもまた
使用者の関与の欠如を指摘するが、それが産業、
労働過程、雇用関係の性質の構造変化を反映した
ものであることも指摘する。
（2）分析
　イギリスにおける VET の地位は低い。
　一般教育とくにアプレンティスの労働ベースの
ルートは貧弱な教育訓練と低い集客力の弱さが課
題とされてきた。例えば、2005年では、16－ 18
才のわずか 7.5％しか労働ベースのルートにいな
かったし、これらの大多数はレベル 2のアプレン
ティスシップであった（16－ 18才の 5.1％）。加
えて、アプレンティスシップは増加してきたもの
の、これは主にレベル 2であり、アドバンスト・
アプレンティスシップは減少してきた。1994年
の MA（レベル 3）は、変化する経済に必要な中
間人材を育成する旗頭として導入されたが、その
スキームはますます、学力の低い生徒の社会的包
摂の道具として使われるようになった。VET の
低い地位は、大部分は、アカデミック教育と職業
教育の制度的分断の結果である。
　また使用者の関与も欠如している。
　労働ベースの学習を提供する使用者の最も鍵と
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なる問題は、変化する労働過程である。
　労働過程はますます資本集約的となり、若者が
そこで労働経験を積むには物理的にも危険なもの
となっている。コストも高くつく。労働ベースの
学習はとりわけアドバンスト・アプレンティス
シップは、安定した雇用関係に依存するのだが、
それは変化している。個々の労働者が、最初はト
レーニーとして育成され、その後会社に長期雇用
の従業員となっていくことが、ますます難しく
なっている。
　こうした傾向が、質の高い労働ベースの職業訓
練を提供する試み――理論が職場の実践と統合さ
れ、高度な経済環境に適応するために良質な職業
教育を提供する――を浸食しているのだ。かくし
て、使用者のコミットメントの欠如の重要な理由
は、産業、労働過程、雇用関係の性質の構造変化
である。
　もう一つの理由は、コスト的理由だ。それが既
存社員の育成よりもすでに訓練を受けた社員を採
用することになる。
　強い規制を伴う労使共同の利害関心に基づくシ
ステムのみが質の高いアプレンティスを作るこ
とができるというのが Brockmann らの主張であ
る。
3.5	 イギリスにおける VET の評価へのコメ
ント
　イギリスにおける VET の評価についてのレ
ビューについて 3点コメントしたい。
　第 1に、アプレンティスシップが衰退してきた
背景には、使用者による「ただ乗り」「密漁」があり、
そのことが使用者のアプレンティスシップへの関
与の欠如を生み出している。
　第 2に、こうした使用者の弱い関与が、アプレ
ンティスシップ、VET の評価を低くし、高いア
カデミック教育と職業教育との分断を生み出して
いる可能性がある。既述した Post-16 Skills Plan
がこの克服策たりうるのかどうか、現時点では即
断はできない。
　第 3に、密漁や使用者の関与の欠如を克服する
には、育成コストの共有と使用者の関与の義務化
が求められるが、それは結局のところ政労使の社
会的パートナーシップをいかに築いていくかにた
どり着く。既述したアプレンティスシップ・レビィ
導入がこの打開策になりうるか、――今後の推移
を見守るべきだろう。
4　イギリスにおける ILMの動向
4.1　はじめに
　4では、まず ILM の特徴である長期勤続の割
合がイギリスではどの程度かを国際比較を意識し
ながらその傾向を概観する。その上で大企業ホワ
イトカラーのキャリアに焦点を当て、内部化の程
度と最近の変化を探る。また近年増加している新
規大卒者の採用を含めた初期キャリアに注目する
ことで、ILM の下層部分が形成されているかど
うかを検証する。
4.2	 ILM の指標としての長期勤続者の割合
とその傾向
　表 5は、労働者の勤続年数を国別にみたもので
ある。ここで勤続 10年以上者を長期勤続者と定
義すると、イギリスにおける長期勤続者の割合
は、32％である。これはドイツの 41.1％や日本
の 46.7％よりは少ないが、アメリカの 29.0％より
も多い。イギリスにも約 3割程度の長期勤続者が
存在していることがわかる。
　このような傾向はこの間も同様だったのだろう
か。それともこの間変化があったのだろうか。こ
の点を検証するために、表 6を掲げる。この表 6
は、McGovern et al.（2007）が 1994年、1999
年、2004年までの 10年間の時系列データを使っ
て、長期雇用（勤続年数 10年以上の LTE（Long-
Term Employment））の割合の推移を分析し
たものだ。それによると、長期勤続者の割合は、
1994年 31.4％、1999年 32.7％、2004年 30.5％
と、ほんの少し減少したが、ほぼ変わっておらず、
この 10年間でかなり安定的に推移してきたこと
がわかる。しかもこの長期勤続者割合約 3割とい
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う数値は、表 5でみた勤続 10年以上者の割合値
（UK では 32％）とほぼ一致している。この表 5
のデータが 2015年のデータであることを考える
と、1994年から 2015年の約 20年間大きく変わっ
てないことを示している。
　まとめると、イギリスは日本やドイツと比べる
と、ILM の程度は弱いが、約 3割程度の長期勤
続者層が存在しており、しかもその割合はこの
20年間でみてもほぼ安定的に推移してきたといっ
てよいだろう。
　しかしながら、このことは UK の ILM 内部で
の無変化を意味するものではないだろう。いか
なる意味で何が変化したのか（しなかったのか）
は検証する必要がある。2.2で指摘したように、
ILM の程度は業種や企業、職種によって異なっ
ているからである。実際、表 6にあるように、マ
ネージャー職、専門職、そしてスキルトレード職
（熟練技能工）では長期勤続者が多いものの、サー
ビスやセールス職、個人サービス職、そして事務
職などでは相対的に長期勤続者の割合は少ないこ
とが明らかである。したがって本ノートでは、長
期勤続者の多い大企業管理職、専門職などのホワ
イトカラー層を典型的な ILM 構成職種とみなし、
それに注目した事例研究をレビューすることにし
たい。
4.3	 大企業ホワイトカラーのキャリア――
ILM 構造の日英比較（1）
　Storey etal.（1997）は、イギリスと日本の大
企業に勤務するマネージャー層のキャリアに関す
表 5　国別従業員の勤続年数（勤続年数別従業員構成） 
表 6　長期勤続者の割合の推移（1994 年－ 1999 年－ 2004 年）
1 年未満 1～3 年 3～5 年 5～10 年 10～15 年 15～20 年 20 年以上
日本 7.9 14.1 10.6 22.5 12.5 9 23.2
アメリカ 21.3 11.7 16.5 21.5 12 6.5 10.6
1 ヶ月未満 1～6 ヶ月 6～12 ヶ月 1～3 年 3～5 年 5～10 年 10 年以上
イギリス 2.7 6.1 7.8 15.8 13.3 21.8 32
ドイツ 2.7 5.1 6 14 12.3 16.8 41.1
 
 
 
1994 1999 2004
長期雇用 雇用者計 % 長期雇用 雇用者計 % 長期雇用 雇用者計 %
管理職 1654 3914 42.3 1797 4159 43.3 1647 3995 41.1
専門職 948 2526 37.5 1097 2880 38.1 1179 3423 43.4
技術職 737 2367 31.1 895 2694 33.3 1216 3782 32.2
事務職 985 3812 25.8 1194 4030 29.6 1049 3436 30.5
サービス・販売職 3352 1948 17.2 355 2140 16.6 309 2227 13.9
個人サービス職 614 2502 24.6 707 2906 24.3 476 2136 22.3
熟練技能職 1241 3264 38.0 1269 3121 40.7 1180 3096 38.1
機械操作 752 2312 32.5 805 2380 33.8 642 2057 31.2
その他 516 2134 24.2 477 1981 24.1 651 3173 20.5
合計 7783 24781 31.4 8597 26287 32.7 8345 27325 30.5
資料： 日本：『賃金センサス』（2015年）
 アメリカ：U.S Department of Labor (2014.9) / Employee Tenure in 2014
 イギリス、ドイツ：OECD Database (http://sat.oecd.org/) “Employment by job tenure 
intervals”2015
注：「長期雇用」とは勤続 10年以上者を指す。
資料：McGovern et al.（2007, p.57）から引用。源データは季刊労働力調査（春）
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る事例研究を試みた。マネージャーは、表 6から
も明らかなように、最も長期勤続者の多い職種
（1994年 42.3％、1999年 43.3％、2004年 41.1％）
であることから、マネージャーの多くは典型的な
ILM のなかにいる。その意味で、大企業マネー
ジャー層のキャリアを明らかにすることは典型
的 ILM の構造を明らかにすることにつながると
いってよいだろう。
4.3.1　調査対象
　調査対象は下記のように日英ともエンジニアリ
ング業、銀行業、小売業（スーパーマーケット）、
電気通信業から 1社ずつ、計 8社が選ばれ、そこ
に勤務するマネージャー層計 239人（日本人 107
人、イギリス人 132人）が調査対象となった。イ
ンタビュー調査（イギリス企業 4社、日本企業 4
社）のほかアンケート調査（イギリス企業勤務社
員 132人、日本企業勤務社員 107人、合計 239人）
も実施された。
　企業インタビューとアンケート調査の対象は以
下のようである。製造業はイギリスが Lucas（社
員アンケート票回収 32人、以下括弧内はアンケー
ト票を示す）、日本は Sumitomo Electronic（30
人）、銀行はイギリスが NatWest（41人）、日本
は Mitsui（25人）、小売業はイギリスが Tesco（26
人）、日本が Jusco（27人）、通信業はイギリスが
BT（33人）、日本が NTT（25人）である。
4.3.2　主要な発見
　表 7は、マネージャーの学歴水準と初めてフル
タイム職についた年齢をみたものである。イギリ
スの銀行を除けば、日英すべての企業で大卒者の
割合が最も多い。なお、日英間で比較すると、日
本のほうが大卒以上者の割合が多く、学歴水準が
高い。つぎに初職年齢をみると、イギリスでは、
18才以下で初職についたものがかなり存在する
が日本企業は皆無である。
　表 8はマネージャーの転職経験と勤続年数をみ
たものである。日英間で比較すると、イギリスの
ほうが転職経験のある者が多く、勤続年数は短い。
しかしイギリスにも「この会社のみ」、つまり転
職経験のないものが多く、銀行では 88％、通信
で 76％、エンジニアリングで 58％と過半数を占
めている。
　表 9は、最初にマネージャーについた年齢をみ
たものであるが、日本に比べてイギリスのほうが
若い。イギリスは 26才以下が少なくないが、日
本は皆無で、大半は 30才以降である。
　表 10はマネージャーのキャリアパス（経路）
の明確さについての意識をみたものである。総じ
てイギリスのほうが明確だとこたえる割合が多
い。これは一つの解釈だが、イギリスは、職務変
更をともなう異動はあまりないので、パスが見え
やすいが、日本は今後の異動先を含めてパスが見
えにくい事情によるものかもしれない。
　表 11はマネージャーのキャリアプランの有無
及びそれが機能しているかどうかについてみたも
のである。イギリスのほうが、キャリアプランニ
ングが存在していて機能しているとこたえる割合
が多い。
　表 12は、水平移動と昇進についての見通しを
みたものである。日英ともに、昇進機会は減少す
るとみている一方、水平移動は増加するとみてい
る。
4.3.3　コメント
　以下、ILM の構造について日英比較という点
から 3点コメントする。
　第 1に、会社従業員の平均勤続年数や転職回数
などの指標で内部化の程度をみると、日本はイギ
リスに比べて勤続年数が長く、転職経験のない者
の割合が相当に高い。ここからイギリスと日本を
比べると、イギリスの ILM はやや弱いといえる。
　第 2に、会社従業員の平均勤続年数や転職回数
などの指標で内部化の程度をみると、同じ国でも
業種間の差異が大きい。UK のなかで、例えば小
売業（Tesco）の平均勤続年数は 12年、転職な
しの者の割合は 19％だが、銀行（NatWest）は、
平均勤続年数は 27年、転職なしの割合は 88％と
小売業に比べて内部化の程度は相当深い。
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表 7　教育資格と初職年齢（％）
表 8　管理職のキャリア移動と勤続年数
表 9　管理職就任年齢（％）
表 10　キャリアパスの明確さ（％）
表 11　管理職向けのキャリアプランの体系の存在（％）
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
高等教育資格
Oレベル以下 10 0 66 0 32 0 27 0 20
Aレベル 1） 7 0 27 8 32 11 10 4 13
学位 45 73 5 88 36 89 53 64 53
大学院 38 27 2 4 0 0 10 32 14
初職年齢
18 才未満 23 0 71 0 35 0 52 0 26
18 才～20 才未満 10 0 20 8 39 4 18 4 13
21 才以上 68 100 10 92 27 96 30 96 61
20
 
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
キャリア移動（％）
この会社のみ 58 100 88 100 19 82 76 100 78
1 ないし 2 社 26 0 10 0 42 15 21 0 14
3 社以上 16 0 2 0 38 4 3 0 8
平均勤続年数（年） 16 20 27 20 12 17 22 16 19
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
26 31 0 0 0 81 11 54 0 22
26－29 53 0 7 0 19 46 18 20 20
30－35 16 18 63 33 0 35 12 68 31
36－40 0 82 29 67 0 8 15 12 26
才未満
才
才
才
 
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
明確である 3 10 32 4 23 7 15 8 14
認識可能 36 28 42 12 35 26 39 68 36
わずかにわかる 32 41 24 56 19 52 33 20 34
わからない 29 21 2 28 15 15 9 0 14
無回答 0 0 0 0 8 0 3 4 2
 
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
存在する 3 10 32 4 23 7 15 8 14
とてもよく機能している 36 28 42 12 35 26 39 68 36
あまり機能してない 32 41 24 56 19 52 33 20 34
存在しない 29 21 2 28 15 15 9 0 14
知らない 0 0 0 0 8 0 3 4 2
注 1）：日本の場合、Ｏレベルに相当するのは中学校卒、A レベルに相当するのは高等学校卒。
資料：Storey etal（1997, p.69）
資料：Storey etal（1997, p.72）
資料：Storey etal（1997, p.72）
資料：Storey etal（1997, p.88）
資料：Storey etal（1997, p.88）
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　第 2に、水平移動と昇進の見通しという点では、
日英ともに昇進機会が低下し、水平移動が増加す
るとみるものが多い。昇進機会については銀行と
小売りの半数以上が減少するとみている。なおこ
れらの点で二国間に大きな差異はない。
4.4	 大企業ホワイトカラーのキャリア――
ILM 構造の日英比較（2）
　Japan Institute of Labour（1998）は、大企業
を事例にした日英比較研究を行った。主に大卒ホ
ワイトカラー層のキャリア形成のしくみを調べた
結果、以下が明らかにされている。
　第 1に、転職経験の有無を調べた結果、イギリ
スのほうに転職経験者が多い。事例研究によると、
確立した大メーカーの経理部門の事例の場合、日
本の経理部門 7人全員が転職経験 0回だが、イギ
リスの経理では 8人全員転職経験があった。
　第 2に、キャリアの幅、つまり水平移動の範囲
をみると、日本もイギリスもほぼ一つの職能にお
さまるが日本のほうがやや広い。
　第 3に、キャリアの縦、つまり垂直移動のタイ
ミングをみると、最初の選抜時期は日本のほうが
遅い。スーパーマーケットのマーケティング部門
を事例にみると、イギリスの場合、入社してから
2－ 3年後に最初の選抜があり、入社後 8－ 9年
後に実質選抜時期、つまりそれ以上昇進しないも
のが半分以上出現するプラトー時期がくる。これ
に対して日本の場合、どちらの選抜時期もイギリ
スよりもかなり遅い。
　第 4に、日本のほうが、工場、支店、営業所な
どのグランドワークを経験しているものが多い。
　第 5に、内部労働市場への入り口（intake 
point）をみると、日本はもちろん、新規大卒採
用を行っている。イギリスの確立した大企業の
場合、新規大卒採用（new school leaver）と中
途採用（mid-career recruitment）を組み合わ
せているが、急成長中の会社の場合は、中途採
用（mid-career recruitment）のみで、しかも職
業資格に依存して選抜を行っている（screening 
relying on occupational qualiﬁcation）。
　以上の観察結果は、イギリスのホワイトカ
ラーのほうが、転職経験者が多いという点では、
Storey et al.（1997）と共通している。
4.5	 ILM 構造の変化（1）――伝統的大企業
のHRMの変化
　これまで 1990年代の日英比較研究をみてきた
が、以下では 2000年代の ILM の変化を観察し
た研究を取り上げる。
　Grimshaw, Ward, Rubery and Beynon
（2001）、Grimshaw, Beynon, Rubery, and 
Ward（2002）、Beynon, Grimshaw, Rubery, 
and Ward（2002）は、1990年代後半から 2000
年初頭にかけてのイギリスの伝統的大企業、つ
まり銀行、市役所、健康産業、新聞社、製薬業、
小売業、通信業での人的資源管理（HRM）の
変化を解明した。具体的に Grimshaw, Ward, 
Rubery and Beynon（2001）では、正社員採用、
表 12　水平移動と垂直移動の認識された傾向（％）
 
Lucas Sumitomo NatWest Mitsui Tesco Jusco BT NTT All
水平移動の機会
増加する 37 57 75 58 54 48 53 57 56
同じ 50 37 20 42 33 30 31 29 33
減少する 13 7 5 0 13 22 16 14 11
正味の変化 24 50 70 58 41 26 37 43 45
昇進機会
増加する 26 3 12 20 20 18 21 28 18
同じ 52 43 20 36 24 26 30 36 33
減少する 23 53 68 44 56 56 49 36 49
正味の変化 3 -50 -56 -24 -36 -38 -28 -8 -31
注：「正味の変化」は「増加する」から「減少する」を引いた差
資料：Storey etal（1997, p.90）
02_佐藤_vol14-2.indd   34 17/05/23   13:27
35
イギリスにおける職業別労働市場と内部労働市場の動向
低スキルから高スキルへのキャリア発達、内部で
統合された透明なペイのしくみ、レイオフからの
保護、OJT という 5つに着目し、それを事例研
究にて明らかにした。対象となった業種は、銀行、
市役所、小売業、通信業である。
　結論からいうと、組織のリストラクチャリング
を背景に伝統的な ILM は浸食されつつある。①
採用は、テンポラリー社員や派遣社員などの活用
により正社員採用が減少した。②支店からコール
センターへの業務移管や水平移動のマルチスキル
化、入職レベルジョブのレベルアップを伴う職
務階段の脱階層化（delayering）、フラット化に
よって総じてキャリアは上に伸びにくくなった。
③内的に統合された透明なペイのしくみは、職場
ごとに分離され、また統合は維持されてもコスト
を削減された。④レイオフからの保護について
は、強制解雇はないものの、スタッフの再配置、
採用凍結、派遣社員の高度活用などが行われた。
⑤ OJT については、コールセンタースタッフへ
の NVQ 訓練や自己啓発の提案、訓練を部門間で
組合せて実施する、個々人の責任でのフォーマル
OJT を通じた訓練、訓練期間の 1週間短縮など
が行われた。
　こうしたことによって垂直的キャリアの上部へ
の展開は総じて停滞することになり、ILM 構造
の上部は浸食されつつある。市場原理を組織内に
持ち込むことで組織は新たな緊張にさらされるこ
とになる。
4.6	 ILM 構造の変化（2）――日英米大企業
マネージャーのキャリア
　Hassard, Morris and McCann（2012）は、
2010年代のイギリスの大企業マネージャー層の
キャリアを英米日三ヶ国の国際比較研究にて明
らかにした。26社（日本 9社、アメリカ 10社、
イギリス 7社）にフォーマルなインタビューを
実施し、マネージャー層のキャリア形成のしく
みがどのように変化しているのかを比較考察し
た。結論からいうと、組織がダウンサイジング
（downsizing）し、脱階層化した。日米英のミド
ルマネージャー層のキャリア見通しは陰り、昇進
機会が減少した。そしてその影響を緩和するため
に水平移動展開が強調されるようになっている。
　重要なのは、ダウンサイジングやリストラク
チャリングといっても、国による差異があるとい
う点である。アメリカの場合、強制解雇に訴える
傾向があるが、その場合でもforced ranking（rank 
and yank）と呼ばれる、毎年成績下位 10％のマ
ネージャーを解雇していくやりかたをとる企業が
ある。しかし日本の場合は強制解雇に訴えるので
はなく、採用の凍結を行う、早期退職を募る、関
連会社に出向・転籍させるなどの措置をとること
が多い。
　もう一つ、ダウンサイジングが不可避でなくて
も、脱階層化はどの国の企業でも行われており、
2ないし 5の階層削減をしたケースや 4ないし 7
の階層をなくしたケースもある。こうして従来ま
での垂直的な多階層組織とは異なった水平的な少
階層型組織が出現する。人数削減をともないなが
ら、縦に伸びた組織が、横に伸びた形になるので、
職能は異業務混在的なものになり（ハイブリッド
化）、マネージャーのコントロールスパンは拡大
し、役割は増加する。しかし昇進機会は減少して
いるのでペイもキャリアも上に伸びにくく、キャ
リアは水平的に横に展開するようになるのだ。
たとえば、日本のある鉄鋼業の場合、これまで
45％くらいは部長レベルになっていたが、新しい
しくみの下では 10％程度に減少し、しかも昇進
選抜時期は、30才代後半と遅かったが、これか
らは 30才代前半の早期選抜になるという。こう
したことが結果として労働強化につながったと多
くのマネージャーはみている。
　こうしてみると、伝統的 ILM 構造の上部が圧
縮されてフラットになり、キャリアの縦への伸び
が停滞するという構図を描き出したという意味で
は、Grimshaw ら（2001）と類似した見通しを
示したといえるだろう。
4.7　大卒生の最近の動向
　以下では大卒生（graduate）の動向をレビュー
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する。大卒生の労働市場が ILM になるのかどう
かは、議論のあるところだろう。しかしながら、
彼らはアプレンティスシップではないので、定義
上 OLM には当てはまらない。また学歴別の勤続
年数を分析できる統計がないので大量データでの
識別が難しい。そこで本ノートでは、新規大卒者
の採用 13）を含めた初期キャリアに注目すること
で、ILM の下層部分がどのようなものか考察す
る。
4.7.1　大卒者の定義と推移
　大卒生の定義だが、「2016年の大卒労働市場」
と題するレポート 14）では、「A レベル以上の資
格を持って教育を修了した者で、これには高等教
育修了者、学位取得者が含まれる」とされている。
　つぎに人数の推移だが、大卒者の数は着実に増
加してきており、1992年では全人口の 17％だっ
たが、2013年には 38％になった。すべて国民は
高等教育を受け、無資格者がいないような方向に
誘導する政策（「全ての若者は大学に行くか、ア
プレンティスシップに行くようにする」）が反映
されたことにもよるのだろう。実際、1970年代
10％以下だった大学進学率が今や 50％にまで増
加している。しかし皮肉にもそのことがアプレン
ティスシップの衰退にも寄与することにもなっ
た。
4.7.2　新規大卒生の採用慣行
　大卒者を採用して最初の数年間は、キャリアパ
スのようなものがあることは 1990年の研究にす
でにみられる（Connor etal, 1990）。Connor ら
は、大卒採用を実施している企業 19社にインタ
ビュー調査を実施し、大卒者の初期キャリアにお
いて定着と育成のスキーム、つまり一種のキャ
リア管理がなされていることを示している。こ
のことは少なくとも ILM の入り口（lower level 
entry points）が存在していることを示唆してい
る。すなわち、大卒生の入社後の初期キャリアの
パスは、ハイポテンシャルな学生がジェネラルマ
ネジメントスキームを経てマネージャーになるパ
ス（通常 4年間）、専門性を重視したプロフェッ
ショナルスキーム（通常 3年間）、そのほかに短
期のスキーム（1年半）がある。すでに 1990年
時点で、企業の大卒生の採用ニーズが高いため、
採用と定着を重視するプログラムの開発に関心が
もたれていたのである。
　また、この大卒訓練スキームについて 4社の人
事担当者にインタビューを試みたことがあるが、
うち 2社は 1年数カ月ほどのローテーションを伴
う訓練スキームをもっており、また残る 2社もス
キームではないにしても、数か月間の訓練プログ
ラムを用意していた 15）。
　大卒者のその後の最近の採用慣行に関しては、
最近大卒採用が増加していること、また UK 主要
企業の 9割以上が、有給のインターンシップなど
のなんらかの仕事経験機会を提供していることが
報告されている。たとえば、最近の媒体には以下
のような記述がみられる（High Fliers, 2016, p.6）。
　「2015年から 2016年にかけて、イギリスの代
表的な大卒生採用企業の 9割以上が、有給の就労
経験プログラムを提供している」。「約 4分の 3の
使用者は学部 3年生に有給のインターンシップを
提供し、少なくとも半数の使用者は、学部の学位
コースの一部として 6カ月から 12カ月間の継続
的な実務経験をさせている」。「ますます多くの使
用者が、学部 1年生から仕事体験を持つような場、
4分の 1が有給のインターンシップ、5分の 2は使
用者が運営する紹介コースやオープンデイ、テス
ター経験など――を持っている」。
　このように、採用から大卒訓練スキームがあ
り、その意味で入社してから 3～ 4年間、初期キャ
リア管理のようなものはあるが、しかしその後
は、転職するものが多いという 16）。「イギリスで
はキャリア管理といえるものは初期の 3～ 4年間
だけだね。大学時代にインターンシップなどの経
験をして採用され、そのあとは育成のスキームが
ありますが、入社 3年～遅くとも 5年目くらいに
は、大抵の大卒者はマネージャーになります 17）。
もちろん規模や業種によって役割の大きさが異な
りますが。その後は、各人各様で、もちろん残
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るものもいますが、退職して、他社に移るケース
が多い。この初期キャリア段階での流動現象は
しばしばグラデュエート・チューン（graduate 
churne）と呼ばれています」。グラデュエート・
チューンとは若い大卒者の企業間の頻繁な移動現
象を指す 18）。
　実際、大卒者の入社後の離職も多く、2年間で
20％、5年間で 50％が離職するというデータがあ
る（Connor etal., 1990, p.16）。大卒者入社後 5年
で離職がピークに達するという研究もある。
　つまり、ILM の入職口はあり、新規学卒者の
初期キャリアスキームのようなものはあるが、そ
の後のキャリアはかなり流動的というわけであ
る。このことは 4.3及び 4.4でみたイギリスの方
に転職経験ありが多いというデータと整合する。
4.7.3　コメント 
　これまでのレビューから、イギリスの主要企業
では新規学卒者を定期的に採用している。また学
生時代（早い場合は 1年生から）から数カ月に及
ぶ有給のインターンシップなどの就労体験を積ま
せることが慣行化している。入社後の定着は、1
年間に 25％程度離職する、5年間で 50％程度離
職するなどのデータがあり、流動性は高いと推察
される。その意味で ILM の下層部分は形成され
ているが、その後のキャリアはやや浅いといえる
だろう。
4.8　小括
　これまでイギリスの ILM の動向をサーベイし
てきた。以下がコメントできる。
　第 1に、イギリスでも長期勤続者は 3割程度存
在し、しかもその割合はこの 10数年間で大きく
変化せず、安定的に推移している。
　第2に、ILMの構造という点でみると、初期キャ
リアの定着性、マネージャー層の転職経験者の割
合などからみて、イギリスの内部化の程度は日本
よりやや浅いといえる。
　第 3に、最近の組織のリストラクチャリング、
ダウンサイジングの影響で組織構造が脱階層化さ
れてきた。伝統的な大企業のマネージャー層の
キャリアの昇進機会は減少し、かわりに水平的移
動が多くなっている。その意味でキャリアの上部
への伸びは制約され、ILM の上部は薄くなって
いる。これは日米英共通の傾向である。
　第 4に、大卒者が最近増加し、学部時代からの
インターンシップ経験、入社後の育成スキーム、
その後数年でマネージャー就任という初期キャリ
アパスが慣行化しているケースが少なくないと推
察される。その意味で ILM の下層部分は形成さ
れている。
　だが、すべての大卒者が安定的な ILM に入職
するわけでないことに留意すべきであろう。
　以上をまとめて ILM の構造を図示すると、図
1のようになるだろう。
5　結論と含意
　以下では、これまでの考察をまとめて、含意に
ついて議論してみよう。
5.1　要約
1　本ノートで OLM のベースとみなしたアプレ
図 1 変動下のイギリス大企業の内部労働市場の
構造
資料：筆者作成
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ンティスシップの動向について、研究者の評価を
みると、これまでのところうまく機能してきたと
は言い難い。本ノートではアプレンティスシップ
がうまく機能してこなかった要因としてつぎの 3
点を指摘した。
　第 1に、アプレンティスシップが衰退してきた
背景には、使用者による「ただ乗り」「密漁」があり、
そのことが使用者のアプレンティスシップへの関
与の欠如を生み出している。
　第 2に、こうした使用者の弱い関与が、アプレ
ンティスシップ、VET の評価を低くし、高いア
カデミック教育と職業教育との分断を生み出して
いる可能性がある。既述した Post-16 Skills Plan
がこの克服策たりうるのかどうか、現時点では即
断はできない。
　第 3に、密漁や使用者の関与の欠如を克服する
には、育成コストの共有と使用者の関与の義務化
が求められるが、それは結局のところ政労使の社
会的パートナーシップをいかに築いていくかにた
どり着く。既述したアプレンティスシップ・レビィ
導入がこの打開策になりうるか、――今後の推移
を見守るべきだろう。
2　ILM の動向については、以下が指摘できるだ
ろう。
　第 1に、イギリスでも長期勤続者は 3割程度存
在し、しかもその割合はこの 10数年間で大きく
変化せず、安定的に推移している。
　第2に、ILMの構造という点でみると、初期キャ
リアの定着性、マネージャー層の転職経験者の割
合などからみて、イギリスの内部化の程度は日本
よりやや浅いといえる。
　第 3に、最近の組織のリストラクチャリング、
ダウンサイジングの影響で組織構造が脱階層化さ
れてきた。伝統的な大企業のマネージャー層の
キャリアの昇進機会は減少し、かわりに水平的移
動が多くなっている。その意味でキャリアの上部
への伸びは制約され、ILM の上部は薄くなって
いる。これは日米英共通の傾向である。
　第 4に、大卒者が最近増加し、すべての大卒者
ではないにしても、学部時代からのインターン
シップ経験、入社後の育成スキーム、その後数年
でマネージャー就任という初期キャリアパスが慣
行化しているケースが少なくないと推察される。
その意味で ILM の下層部分は形成されている。
その上で、これらを要約した構図を図 1に図示し
た。
3　この 20年間の長期勤続者層の割合が安定的で
あったことからイギリスの ILM は無変化であっ
たことを意味しない。一方で ILM 構造に大きな
変化があったことも指摘されている。これをどう
考えるか。推論だが、割合が一定であることと、
内部で大きな変化があったことは必ずしも矛盾
しない。つまり、図 1にそって説明すると、ILM
の上部は脱階層化の影響でフラットになったが、
その分、横に拡大したのではないか。すると長期
勤続マネージャー割合を多少の減少を伴いながら
も維持する。人の移動は垂直ではなく、水平に
なるという結論と整合的である。しかし ILM 内
部では質的に大きな変化があったのだろう。実
際、マネージャーの上層と下層のペイや福利厚
生（fringe beneﬁt）の格差の拡大（McGovern 
etal, 2007, p.95）が指摘されている 19）。また
Grimshaw etal（2002, p.89）では「一人勝ちのキャ
リアパス」（‘winner-takes-all’ career path）が指
摘されている 20）。
4　もうひとつ本ノートの問題意識からみて重要
な点は、こうした圧力の下で、大企業ホワイトカ
ラーのキャリアが果たして、アーサー・ルソーら
のいうバウンダリレス・キャリアのようになる
か、というものである（Arthur and Rousseau, 
1996）。これについては、Beynon らは、「たしか
にマネージャーのキャリアは組織の境界を超える
ものになっている。だが、キャリアの多くは上昇
移動ではなく下降移動である」という意味で否定
的である（Beynon etal, p.304）。また Hassard
らも次のように指摘する。「マネージャーが、文
献がいうような『バウンダリレス』な展開に積極
的に乗り出すようになっているかというとそうで
はない。実際マネージャーの多くのキャリアは、
立地、配偶者の職業、家庭責任、ワーク・ライフ・
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バランスなど数多くの要因によって『境界付け
られている』（bounded）」（Hassard, etal, 2012, 
p.591）。
5.2　含意と課題
　本ノートの主テーマは OLM と ILM の関係で
あり、それは労働市場全体の在り方としてみたと
きの OLM と ILM の配分の問題とみることがで
きる。今後 OLM、ILM がどうなるかは予断を許
さないとしても、少なくともこれまでの傾向と
しては、OLM が衰退してきた。また ILM も衰
退してきた。このままではよくない、ILM の衰
退を OLM で補完する必要がある。これが日本に
とっての含意である。今後の研究課題の意味も込
めて以下では 3点指摘しておきたい。
1　一つ目は、OLM の衰退の招く問題の一つは
中間技能を担う熟練職人の供給不足問題である。
OLM の基盤はアプレンティスシップであった。
そのアプレンティスシップの衰退の背景には、高
等教育、大学への進学者の増加があった。有能な
若者は大学に進学し、アプレンティスシップは学
力のない若者にとっての限られた選択肢になっ
ているのである。それがアプレンティスシップ、
VET の評価を下げている側面がある。他方で、
大卒者は ILM の強化に寄与しうる部分があるが、
しかし高等教育者が多すぎて、（学位の）「過剰資
格」を指摘する声もある。また不確実な需要サイ
ドの動向は、不安定雇用への需要を高め、アカデ
ミック教育を受けた高スキル保有者を不要にする
側面がある。なかでも「ギグ」経済（‘gig-economy’）
あるいは「気まぐれで不安定な労働」（‘precarious 
work’）の増加は見落とせない 21）。つまりは、急
成長中の独立請負の配送業務（Deliveroo）など
のごとく「折角大学を出ても見合った職業ばかり
ではない」のだ。
　これは供給サイドの充実が必ずしも需要サイド
とマッチングしないという問題であり、大卒者
が増加して「過剰資格」（‘overqualiﬁcation’）を
生む一方で（Green 2013）22）、職業教育訓練を
受けた人材が供給不足となり、中間技能の不足
（intermediate skill-shortage）問題が生じるとい
うイッシューである。Thelen によると、ドイツ
やオーストリアのような CME 国（調整された市
場経済国（Coordinated market economy、以下
CME。）ドイツやオーストリアなどのコーポラ
ティズムの国々）では、高等教育修了者（tertiary 
education）は、日本やイギリスのように多く
はなく、またそれほど増加していない（ドイツ
の 55－ 64才者の高等教育修了者割合は 25％程
度、25－ 35才者のそれは 26％とほとんど変わっ
てない。またオーストリアは 55－ 64才者の高等
教育修了者割合は 18％程度、25－ 35才者のそ
れは 21％程度と、もともと少ない）。ところがイ
ギリスの 55－ 64才者の高等教育修了者割合は約
30％だが、25－ 35才だと 45％に増加している
（Thelen2014, p.81）。イギリスでは、この間に大
学進学率が急速に高まったのだ。ちなみに、日本
は、55－ 64才者の高等教育修了者割合は 28％程
度だったが、25－ 35才のそれは 56％程度へと急
増している。
　つまりは、大卒者のような高度な専門知識とス
キルは、社会に一定程度必要だが、クラフトスキ
ルや中間技能の需要も社会には確実に存在するわ
けで、実際 VET やアプレンティスシップがうま
く機能している CME 国では、高等教育修了者は
それほど増加していない。その意味では、職業
教育を充実させることで需給ニーズをマッチさ
せる余地はあるのだ（Bosch and Charest 2010, 
pp.22-23）。ミレニアル世代を対象としたロンド
ン大学教育研究所による最近の調査結果（2017
年 1月 26日ニュース発表）も、アプレンティス
シップに行った若者は大学進学した者と同じくら
いその後の生活に満足していることを報告してい
る 23）。
　実際、この点の政策的対応も考えられている。
既述した Post-16 Skills Plan は、職業教育をアカ
デミック教育と同様に魅力あるものにしようとす
る政策措置の一つである。
　この論点は、日本でもなされている「国際的に
みて日本の大学（生）の数は多すぎるのか？」と
02_佐藤_vol14-2.indd   39 17/05/23   13:27
40
いう議論と類似性を持つという意味では本ノート
の課題となる。
2　二つ目は、ILM と OLM の二つにとって阻害
要因となってきた使用者の「短期主義」的視点の
問題がある。「密漁」や「ただ乗り」行為といい、
アプレンティス訓練への関与の欠如といい、詰め
ていくと、英米型自由市場経済に特有の株主重視
型コーポレートガバナンスが影響を及ぼしている
からである。しかし、これまで「短期主義」的と
されてきたイギリスのコーポレートガバナンスに
もプラス面がありうる。コーポレートガバナンス
の国際比較を試み、イギリスの特徴を株主投資家
と企業マネージャーとの間に形成されている関係
に見出した Pendleton and Gospel（2004, pp.79-
80）は、イギリスのコーポレートガバナンスの教
育訓練への関与がプラスに寄与する可能性をみい
だしつつ、次のようにいう。「一方で投資家とマ
ネージャーとの関係は、マネージャーに自社の労
働戦略をどう設計するかに裁量性を与える。他方
で、そうしたネットワークは、投資家に、企業が
困難に陥ったときに対処する迅速で効果的な方法
を提供する。かくして投資家からすると訓練への
投資は重要な要素になるのだが、内部の事情に精
通し知識を持っているのはマネージャーである。
このような特徴を持つ関係はマネージャーに労働
戦略への裁量性を高めることとなる。その結果、
投資家は、会社への訓練投資も含めて労働関係を
支援するようになるだろう」。実際、Deakin ら
（2002）は、投資家が労働関係に社会的パートナー
シップアプローチをとるいくつかの会社を紹介し
ている。イギリス企業のコーポレートガバナンス
の将来についてはもちろん、本ノートの範囲を超
える大きな問題だが、投資家の訓練への育成投資
のスタンスや如何という文脈では本ノートにとっ
ての課題となる。
3　三つ目は、OLM の成長のための重要な基盤
としてのイギリスの政労使の社会的パートナー
シップの成熟や如何問題である。アプレンティス
シップや VET が機能するにはそれを支える制度
的インフラストラクチャーが必要となるかだが、
現代イギリスには、「密漁」行為抑制的な、たと
えば賃金決定の調整メカニズム、連帯的使用者団
体の成熟、協調的な労使関係などの制度的インフ
ラストラクチャーが欠如している。この点につい
ては、すでに多くの論者によってなされてきた（稲
上 1997, p.244）
　 ま た CME 国 と 自 由 市 場 経 済 国（Liberal 
Market Economy、以下 LME。アメリカ、カナ
ダなどの国々）の VET についての比較研究によ
ると、その国の VET とりわけアプレンティス
シップの在り方は、その国の生産システム様式、
労働市場、労使関係などの社会的文脈に深く埋め
込まれている。つまり、アプレンティスシップ、
VET は、その内部だけで理解することは困難だ
とされる（Bosch and Charest,　2008; 2010）。
彼らによれば、CME（ドイツとデンマーク）が
VET をうまく近代化し、多様なニーズへの対応
に成功した主要な理由は、労使関係、福祉国家、
所得分布、製品市場などを統制する政労使の社会
的パートナーシップが形成されている点にある。
逆にアメリカとカナダなどの LME 国では、アプ
レンティスシップを活性化することはなかった。
これらの国を特徴付ける分権化された労使関係で
は、産業別ユニオンや個別に狭く特化した職業、
産業特殊的な使用者団体を支援する横断的な全
国レベルの主体（アクター）が不在である。彼ら
はイギリスを直接考察対象にしていないが、アメ
リカやカナダと並ぶ LME 国であり、社会的パー
トナーシップが未成熟という意味では、この点は
イギリスにも当てはまる問題だ。ちなみに、日本
は CME 国に分類され、「緩やかな行政コーポラ
ティズム」（稲上他、1994）と呼ばれることがあ
るが 24）、労使関係の基盤である労働組合の組織
率や団体交渉のカバー割合はイギリスよりも低く
（2010年イギリスの労組推定組織率は 27.1％、日
本は 18.4％、団体交渉のカバー割合はイギリスが
31％、日本は 16％である）衰退傾向にある。そ
の意味では社会的パートナーシップの衰退という
イギリスと同じ問題に向き合う可能性がある。そ
の中で日本は、ILM の衰退を補完する OLM も
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しくは機能的にそれと等価なしくみをどう構築し
ていくのか、という大きな問題と無縁でない。
　この問題はもちろん本ノートの範囲を超えるも
のだが、OLM の基盤であるアプレンティスシッ
プの機能する条件考察という意味で、今後の研究
課題となろう。
　以上のことは、ILM の範囲縮小を OLM 的な
もので補完する必要のある日本にとって示唆に富
むものであろう。さらなる考察は、今後の課題と
したい。
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	 	 注
1） 本 ノ ー ト で の 技 能 形 成（skill formation 
process）についての認識はテーレンの理解に
負うところが大きい。「職業訓練制度は、様々
な国の政治・経済システムを性格付けるに際し
て中心的な役割を果たしている。・・人的資本
への投資とスキル獲得は多くの経済学者によっ
て『成長のエンジン』とみなされ、国の成長の
中心的にあるものと理解されている」Thelen
（2004, p.8）。
2） 稲上（1997, p.230）を参照されたい。
3） LSC、UKCES などの職業教育訓練実施機関の
詳しい紹介は、労働政策研究・研修機構（2009, 
pp.212-218）を参照されたい。
4） 16 才で受ける義務教育修了試験である。選抜
目的ではなく教育を受けた証明書。生徒は多く
の試験科目（数学、英語、地理・歴史、科学、
芸術、音楽など）から将来の進路に応じて数科
目選択する。一般的にいうと、この成績がよけ
れば大学に進学し、芳しくない生徒はアプレン
ティスシップに進む傾向がある。
5） 2014-5 年 で は、 ア プ レ ン テ ィ ス の 人 数 は
499,900 人、25 才以上が 43％を占めている。ま
た職種構成も、ビジネスアドミニストレーショ
ンが最も多く約 14 万人、ヘルスケア 13 万人、
小売業 9 万人、製造業 3.5 万人、建設業 1.8 万
人などとなっている CIPD, 2016, Where next 
for apprenticeships? Policy Report, p.5 閲覧
日 2017 年 1 月 2 日 https://www.cipd.co.uk/
knowledge/fundamentals/people/routes-
work/where-next-for-apprenticeships-
report）。
6） YTS の政府主導的性格によって、アプレンティ
スシップの持つ、三つのモデル的要素（①学習
のモデルとしての要素、②使用者のニーズに対
応する要素、③国家政策にとっての有用なモデ
ル）のうち、③が前面に出ることで、重要な①
の要素が後退したとの批判がある（Fuller and 
Unwin, 2009）。
7） NVQ システムとは、「イギリスにおける職業技
能の国家認定制度である。NVQ は全国職業基
準（National Occupational Standards）で定
義される「与えられた仕事の役割」が元になっ
ており、それは 11 の分野に渡り、レベルは 1-5
段階に分かれている。1 は基本作業レベル、5
はシニアマネジメントレベルとなる。英国で
は 428 万人（労働力人口の 14％）が NVQ を
取得している。NVQ を取得するためには、そ
のレベルに応じた職業遂行能力を持っているこ
とを職場実地にて証明する必要がある。具体的
には査定人の前で業務を完遂してみせ、査定人
がその作業をチェックすることとなる。特定の
履修時間数を要求することはなく、年齢制限も
存在しない」。NVQ をどう評価するかは、議論
のあるところだろう。労働政策研究・研修機構
（2004, p.1）では「仕組みが整備され、指導員
の質が確保されているなどから、よく機能して
いる」との良い評価を与えている。しかしイギ
リスの研究者の評価は必ずしも芳しいものでは
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ない。たとえば「質の面で問題がある」（Rubery 
and Grimshaw 2003, p.16）、「資格判定のベー
スとなる能力の評価が形式的、ルーティンであ
り、労働の重要な要素が、評価から欠落してい
る。例えば教員の能力要素から生徒を熱中させ
る、思想を伝えるなど感情的な要素をはずし、
計測可能な要素のみ評価している」、「NVQ は
使用者にとってコストがかかり、評価者よりも
現場ラインマネージャーに焦点を当てながら、
制度を再設計する必要がある」など批判も多い
（Marchington and Willkinson, 2012, pp.266-
7）。ここではイギリスの研究者の評価に依拠し
ている。
8） 例えば、フル規格のレベル 3 以上の資格達成率
は、自動車で 42％、建設では 47％と高いが、
小売業では 11.7％、ホスピタリティで 13.7％な
どと低迷している。
9） 詳しくは、Department for Education （2016, 
October）（https://www.gov.uk/government/
publications/apprenticeship-levy-how-it-will-
work/apprenticeship-levy-how-it-will-work）
を参照されたい。
10） 詳しくは CIPD Policy Report,（2016 June），
“Employer views on the apprenticeship 
levy”，（https://www.cipd.co.uk/Images/
employer-views-on-the-apprenticeship-
levy_2016_tcm18-14304.pdf）を参照されたい。
11） 詳しくは CIPD,（2016 August），“Where next 
for apprenticeships?”（https://www.cipd.co.uk/
Images/where-next-for-apprenticeships_2016_
tcm18-14292.pdf）を参照されたい。
12） 詳しくは、Department for Business Innovation 
and Skills,（2016 July），（https://www.gov.
uk/government/uploads/system/uploads/
attachment_data/file/536043/Post-16_Skills_
Plan.pdf）を参照されたい。
13） 実際、英語の graduate recruitment は、新卒
採用と訳されることがある。新卒採用慣行や
ルールがあることは、定義上 ILM の形成とみ
ることができよう。Doeringer and Piore（1971）
は、組織内で人事ルールが形成されていること
を ILM とみなした。
14） Cf. retrieved from（http://www.agcas.org.uk/
assets/download?ﬁle=5637&parent=1313）
15） マンチェスタービジネススクール主催の卒
業生勤務企業プレゼンテーションの内容
（Accenture 社、Shell International 社，Colt 
Technology Services 社，Capgemini 社 の 事
例）及びその後の筆者によるインタビューによ
る（2017 年 2 月 9 日～ 10 日）。4 社のうち最も、
長い大卒ロテーションスキームをもっていたの
は、Colt 社（技術サービス）で 3 年間、ついで
Capgemini 社（IT コンサルティング）が 2 年
間である。石油大手のShell 社は、明確なスキー
ムはないが、18 カ月間で 3 つの部門を経験さ
せるルールがあることが実質訓練スキームとい
える。またアクセンチュア（Accenture、コン
サル大手）は、明確なスキームを有しているか
どうか定かでなかったが、コンサルタントチー
ムのジュニアメンバーとして仕事を開始し、そ
の後メンバーになるというキャリアステップが
慣行としてあるという。
16） 大学生の就職問題に詳しい Morris Francine
さん（Salford 大学）からの聞き取りによる。
ヒアリングは 2016 年 9 月 21 日 10 時～ 11 時、
マンチェスター大学ビジネススクール共同研究
室で実施された。
17） ちなみに、「20 才代前半から半ばで多くの大卒
生がマネージャーになる」という話はやや驚き
だったが「日本ではマネージャーの地位は重
く、課長クラスだと 30 才代後半になってなる
ケースが多いよ」という筆者の質問に「イギリ
スではマネージャーとは、マネージメントだけ
をする人であって、実務ができなくても管理が
できればよいのでそんなに大変でない」という
回答だった。日本のマネージャーは実務と管理
を両方こなすプレーイングマネージャーといわ
れるがそのことが反映されているのかもしれな
い。Kaizer Arjan さん（Manchester Business 
School）にも同じ質問をしたことがあるが、同
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様の回答であった。
18） 「なぜ 4 人に 1 人の大学生は、仕事を始めて
1 年以内に会社を辞めるのか？」Telegrapf 
2016 年 12 月 30 日記事を参照。Alan Tovey
氏が解説する。「大学生は卒業後の CV（履歴
書）に穴を作りたくないので、大急ぎで就職
し、しばしば合わない仕事に配置されるので
すね。その結果、ざっと 4 分の 1 もの大卒生
は入社後 1 年以内に辞めてしまうんです。こ
れはなにも最近はじまったことではありませ
ん 」。（http://www.telegraph.co.uk/ﬁnance/
jobs/11045445/Why-do-1-in-4-graduates-quit-
within-a-year-of-starting-work.html）2017 年
1 月 5 日閲覧。
 ちなみに、注 15 で触れたアクセンチュアの人
事担当者も、1 年目で 20％程度が離職すると話
していた。
19） 上級マネージャーが高いペイと福利厚生を得る
理由への McGovern etal（2007）の説明は、「か
れらの仕事をモニターするのが難しく、使用者
にとって価値の高い企業特殊的スキルを保有し
ている」からだという。
20） 社員分布が、極少数の上級マネージャー・セク
ションマネージャー（小売りの事例ではそれぞ
れ 2％と 4％）と多数のジェネラルアシスタン
ト（95％）からなる労働力構成が示されている
（Grimshaw etal, 2002, pp.96-7）。
21） マッキンゼー・グローバル研究所の推計に
よると、アメリカと欧州の就労者の 20％
～ 30％は自営業的であるという「gig」経
済と呼ばれる現象を示している（McKinsey 
Global Institute reported ‘World’s’ gig 
economy’ larger than thought’ Financial 
Times 2016/10/10）。なお、プレキュリアス・
ワーク（ゼロ・アウアー・コントラクター
（Zero Hour Contractor、 以 下 ZHC） な ど
を含む気まぐれで不安定な労働）については
カンファレンス（Precarious Work: Causes, 
Consequences and Counter-measures, by 
Fair WRC=EWERC（April, 21st-22nd, 2016）
の 他、Grimshaw etal（2015） な ど を 参 照。
2005 年から 2014 年にかけて、自営業の割合が
急激に増加し、2014 年 4 － 6 月では全労働力
人口の 15％強を占め、また ZHC も 2004 年で
は 0.5％程度（10 万人程度）だったが、2015 年
には 2.3％（75 万人程度）にまで増加している
（Grimshaw ほか 2015, pp.13-15）。2017 年 3 月
では 91 万人とされる（theguardian, March 
2017）。詳しくは、https://www.theguardian.
com/business/2017/mar/03/zero-hours を参
照されたい。
22） Green は、高等教育の増加率がハイスキルド
ジョブの増加率を上回っていること、イギリス
とドイツの「過剰資格」を示している（F.Green 
2013, pp.130-1）。他方で、大衆高等教育下での
「過剰資格」を否定する見解もある。Elias and 
Purcell（2004）によると、大卒の賃金プレミ
アムは依然維持されており、教育内容とスキル
要求がフィットしているとされる。
23） 1989 年～ 1990 年生まれの若者 9500 人を対象
にした調査結果によると、義務教育修了後、大
学進学した者、アプレンティスシップに入った
者、就職した者を比べると、生活満足度に有意
な違いはみられない。調査を主導した Ingrid 
Schoon によると、「卒業後、大学に進学するか
しないかに関わらず、活力あるキャリアパスを
見つけた若者は満足度が高い」と指摘し、この
結果は「組織に所属し、社会に貢献している意
識が、若者の満足度を高めている」ことを示唆
しているとする。
 詳しくは、ロンドン大学（UCL）教育研究
所 の HP を 参 照 の こ と。（http://www.ucl.
ac.uk/ioe/news-events/news-pub/jan-2017/
millennials-who-chose-an-apprenticeship-
over-university-are-just-as-happy-with-their-
lives）
24） ここで「緩やかな行政コーポラティズム」とい
うのは、分権化された企業内労使関係に基礎を
置きながらも、労使の社会的パートナーシップ
に代わって行政が重要な役割を担っていること
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を意味する。
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SATO Atsushi
Labor Market in the UK will be ILM or OLM? :
Review on international comparative studies
　Main focus of this paper is process of skill 
formation, surveying previous literatures on 
Internal Labor Market (hereafter abridged 
as ILM) and Occupational Labor Market 
(hereafter abridged as OLM), particularly 
focusing on international comparative study.
　There are some previous studies concerning 
this theme by Japanese scholars, such as 
Inagami (1997), The Japan Institute of labour 
(2003), The Japan Institute for Labour Policy 
and Training (2009), Ueda (2007), Syokugyodai 
(2011). However, these discuss mainly the 
process and structure on vocational education 
and training (hereafter VET) as foundation 
of OLM, but they don’t have a perspective 
on ILM. On the other hand, as regards ILM, 
there are some case studies on career and skill 
formation about white-collar career in large 
ﬁrms, such as The Japan Institute of labour 
(1998), Koike et al. (2002), but they don’t have 
a perspective on OLM.
　Characteristics of this paper is to discuss 
recent trend of ILM and OLM as well as 
explore political implication for challenges 
labour market in Japan are facing now, resting 
on framework by Rubery and Grimshaw 
(2003) which classiﬁes the UKs labour market 
as ‘market-led weak, weak ILM/weak OLM 
approach’ from international perspective.
　There are similarities between Japan and 
the UK, where both countries may have 
some challenges about not only connection’s 
issues from school to work, but also problems 
about increasing of nonstandard workers 
and declining ILM. However, there are some 
diﬀerences in directing policy between two 
countries. In the UK, there may be political 
intention to vitalize apprenticeship system as 
a fundamental of OLM, so as to complement 
weakening ILM. In Japan, this political idea 
seems weak, although there is certain amount 
of policies in Japan. Therefore, we will need to 
examine how recent situation of OLM and ILM 
in the UK is, and to analyze which challenges 
they face and what similarities and diﬀerences 
between Japan and the UK. 
　Being led by these interests, this paper will 
review concept of OLM and ILM through 
some previous studies, then present framework 
of this paper at section 2. Section 3 examines 
trend of OLM, focusing on apprenticeship 
system, and section 4 surveys previous studies 
about ILM, comparing with Japan. Lastly, this 
report will make a conclusion about our main 
ﬁndings, and discuss some political implication 
we will expect from our ﬁndings at section 5.
　Conclusion and implication are as follows.
　1 Regarding the trend of the Apprenticeship 
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(= OLM), looking at researchers' evaluations, it 
cannot be said that they have worked well so 
far. In this paper, we pointed out the following 
factors that the apprenticeship did not work 
well.
　Firstly, background of the decline of 
apprenticeship lies in free-riding and poaching 
by employers, which creates a lack of 
employer’s commitment.
　Secondly, many apprentices or FE students 
on vocational courses are often unable to 
obtain the necessary work experience to 
obtain employment, which lower evaluation 
of VET system and create division between 
academic education and vocational education. 
So, at present, it is diﬃcult to judge whether 
Post-16 Skills Plan can be an eﬀective measure 
to overcome this division or not soon.
　Thirdly, apprenticeship depends on stable 
employment relations. One of important 
reasons for lack of employer commitment is 
the changing structure and labour process and 
the nature of the employment relationships.
　Fourthly, overcoming poaching, employer’s 
short-term interests, unstable employment 
relations need to build social partnerships. 
Whether apprenticeship as foundation of OLM 
work well will hinges on social partnership 
between employers, workers or unions and 
government.
　2 Regarding the trend of ILM, the following 
was pointed out. 
　Firstly, even in the UK, there are about 30% 
long-term workers, and the proportion has not 
changed signiﬁcantly in the past 10 years and 
it has been stable.
　Secondly, in terms of ILM structure, it can 
be said that the degree of internalization in the 
UK is somewhat shallower than that of Japan 
in terms of the retention of the initial career, 
and the percentage of managers who have 
changed jobs.
　Thirdly, the organization structure has 
been delayered due to recent organization 
restructuring and downsizing. Opportunities 
for career promotion in traditional large 
corporate managers are decreasing, and 
horizontal movement is emphasized 
increasingly instead. In that sense the growth 
of the carrier to the top is constrained and the 
top of the ILM is thinning. This is a common 
trend between Japan, the US and the UK.
　Fourth, the number of college graduates 
has increased recently, and it is inferred 
that the initial career path of internship 
experience from undergraduate age, training 
skills after joining, and training scheme for 
graduates in the next few years are becoming 
commonplace. In that sense the lower part of 
ILM is formed.
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